











































































　2010 年 5 月の総選挙によって誕生した保守・自民から成る連立政権は，



















　現在（2016 年 3 月），39 の LEPがイングランドに設置されている。LEP
には理事会（board）を置くことになっているが，理事会の人数にはばらつ
きが見られる。サウス・イースト LEPのように 40 人を超えるものから，ウ
















大半の自治体が一つの LEPに所属しているが，一部の自治体が 2つの LEP
の両方のメンバーになっているものも見られる。
　次に LEPの財源について見る。まず第 1に，LEPの運営や戦略の準備の
ためにビジネス・刷新・技能省（Department for Business, Innovation and 
Skills: BIS）から配分される財源がある。LEP Capacity Fundが総額で 400 万
ポンド，LEP Start─Up Fundが 500 万ポンド支給された。より最近のものと
しては，理事会の運営などに関する援助として，各 LEPは 2013 年度および




る。2012 年度では，総額 7億 3000 万ポンドがコミュニティ・地方自治省と
交通省によって LEPに配分された。第 3は，緩やかな競争を通じて配分さ
れるものであり，エンタープライズ・ゾーン（EZ）13）がそれに用いられた。






































この試みは 2015 年度から最低 5年間実施されるべきである。










人以上を直接雇用しているところもあるが，LEPの 3分の 1が 5～9人，さ











源は，2011 年度に比べて 2014 年度では約 4分の 1の減額となっている











































　次に City Dealsについて述べる。City Dealsとは，特定の政策プログラム
や財源を国との合意に基づいて分権化するしくみである。その第一弾は，














　2015 年 7 月に国の会計検査院（the National Audit Office）は，City Deals
第一弾の潜在的利益などについて分析した報告書（Devolving responsibilities 
to cities in England: Wave 1 City Deals）において，政府が関与した支出は 30








。2014 年 8 月，英国政府，スコットランド政府，
8構成自治体間での合意によりグラスゴー・クライド渓谷が，イングランド












2009 年地方民主主義，経済開発，建築法（Local Democracy, Economic 
Development and Construction Act 2009）である。合同行政機構の中で最も
早く設置されたのは，2011 年 4 月 1 日に設置されたグレーター・マンチェ
スター合同行政機構である。その後，シェフィールド・シティ・リージョン
合同行政機構，ウェスト・ヨークシャー合同行政機構，リバプール・シテ
ィ・リージョン合同行政機構が 2014 年 4 月 1 日に設置し，ノース・イース
ト合同行政機構は同年 4月 8日に設置された。現在（2016 年 3 月 15 日），










らの 4自治体の他に 5自治体を加えて 9自治体で構成されているが，合同行
政機構では，5自治体は準構成員（associate members）という位置づけであ
る。ウェスト・ヨークシャー合同行政機構は，リーズ，ブラッドフォードな









































年 9 月 4 日を期限に Devolution Dealsの申請を募集したところ，38 地域か
らの応募があった。それには，スコットランドやウェールズからの 4提案や
相互に重複した地域を持つ提案も含まれていた（Sandford　2015a　p.8）。
　これまでに（2016 年 3 月現在）合意された Devolution Dealsの地域を挙
げると，グレーター・マンチェスター（2014 年 11 月 3 日，2015 年 2 月 27
日，2015 年 7 月 8 日，2015 年 11 月 25 日），シェフィールド・シティ・リー
ジョン（2014 年 12 月 12 日，2015 年 10 月 5 日），ウェスト・ヨークシャー
（2015 年 3 月 18 日），コーンウォール（2015 年 7 月 16 日），ノース・イース
ト（2015 年 10 月 23 日），ティーズ・バレー（2015 年 10 月 23 日），ウェス
ト・ミッドランド（2015 年 11 月 17 日），リバプール・シティ・リージョン



































・ the Growth Accelerator，Manufacturing Advice Service，UKTI Export Advice
などのビジネス支援予算を委譲される。
・ グレーター・マンチェスターにおける職業訓練教育を再編する権限および





































































































































































































Buckinghamshire Thames Valley 11
Cheshire and Warrington 20
Coast to Capital 44
Cornwall and the Isles of Scilly 11
Coventry and Warwickshire 18
Cumbria 9




Greater Birmingham and Solihull 63
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Greater Cambridge & Greater Peterborough 21
Greater Lincolnshire 48
Greater Manchester 170




Leeds City Region 73
Leicester and Leicestershire 28






Sheffield City Region 46
Solent 46
South East 84
South East Midlands 31
Stoke─on─Trent and Staffordshire 21
Swindon and Wiltshire 13
Tees Valley 23
Thames Valley Berkshire 17
The Marches 13
West of England 79
Worcestershire＊＊ 13






＊これには欧州社会基金の技能活動に関する財源および 2014 年秋に確認されたHousing 
Revenue Account Borrowing を含む。
＊＊ 2400 万ポンドのブロードバンドに関する投資，計画された LEPのプロジェクトの完
全な提供のための支払などを含む。
出典：http://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/















First deal agreement: November 2014





改革された earn back deal，警察・犯罪コミッショナーの役割を担うGMCAの首長に
関する合意などを含んでいる。権限委譲されたビジネス支援予算，Apprenticeship 
Grant for Employers に関する統制，継続教育の供給を再形成する権限もまた含まれて








えて，2015 年 3 月の予算は，追加的な business rate growth の 100％の保有を可能にす
ることをグレーター・マンチェスターおよびCheshire East のパイロット計画で発表し
た。
Subsequent expansions of deal: November 2015
















Liverpool City Region: November 2015




が合意された国の財源の流れと共に受け取る単一投資基金（a Single Investment Fund）
を創設する。中央政府はそれに対してリージョン内の経済的潜在性を開拓するために
30 年間にわたり年間 3000 億ポンドを追加的に配分する。さらにDeal は，技能の提供
やビジネス支援に関する権限委譲されたアプローチへの業務関与，刷新およびエネルギ
ー，リバプール国立博物館に関する政府との明記された協力関係などのものを含んでいる。
North East 合同行政機構 : October 2015









Sheffield City Region: December 2014










Subsequent deal: October 2015





に，30 年間にわたって，年間 3000 万ポンドの新しい財源追加の配置を得る。そして，
16 歳以上の技能提供に関する地域に基づいたレビューを主宰する責任および 2018 年度





ン先端製造刷新区（Advanced Manufacturing innovation District）の開発に協力する。
シティ・リージョンは，科学・刷新監査およびドンカスターの国立インフラ研究所を引
き受けることを提案した。
Tees Valley: October 2015








West Midlands Combined Authority: November 2015
Governance: Combined Authority with a new directly elected mayor（2017 年実施）
　Deal は，複数年にわたる統合された交通予算に関する責任，バス運行の営業権に関
する責任，2018 年度からの 19 歳以上の成人技能予算の完全な権限委譲に関する責任な
どを含む。提案された合同行政機構はまた，経済成長，技能および雇用，再生，交通，
住宅に関する財源をもたらすウェスト・ミッドランド投資基金を設立する。中央政府は
そのために 30 年にわたり年間 3600 万ポンドの財源を追加的に配分する。Deal はまた，
ビジネス支援プログラムの権限委譲および，公共サービス改革を支援するための大規模
なデータ共有を推進することへの関与などを内容として含んでいる。




出典：http://www.local.gov.uk/devolution─deals（最終閲覧日：2016 年 4 月 9 日）
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票（上記の 20 分野について，ウェールズ議会への一次立法権の付与），2014 年ウ
ェールズ政府法の制定（さらなる権限委譲に向けて検討したシルク委員会の第 1報
告書に基づく，印紙税などの小規模税の委譲および住民投票を経た上での所得税の


















































長を支援するために 2012 年 4 月に当時の連立政権により設けられた。2016 年 3 月
現在，イングランドに 35 の EZが設定されている。それらの EZには，合計で 635
社の企業が立地し，24 億ポンド以上の投資を集め，2万 4000 人近くの雇用を惹き
つけた。  
　http://enterprisezones.communities.gov.uk/（最終閲覧日：2016 年 4 月 5 日）






16）　内閣府（the Cabinet Office）は City Deals第一弾の詳細について公表した報告書
（Unlocking Growth in Cities: City Deals─Wave 1）の中で，「第一弾は 20 年間で 17
万 5000 人分の雇用と 3万 7000 人分の職業訓練の機会を生む」と述べている。
17）　第二弾で City Dealsとして認定されたのは 18 である。ボーンマスおよびプール
（Bournemouth and Poole）地域からの提案は，2014 年 7 月にドーセット Growth 
Dealの一部として認定された。また，ミルトンキーンズ（Milton Keynes）からの











を発表した。2016 年 2 月，アバディーン・シティ・リージョン Dealが英国政府，
スコットランド政府，関係自治体および機関の間で合意され，新エネルギーや石
油，ガスなどの支援のために 10 年間で 2億 5000 ポンドが投資されることが合意さ
れた。2016 年 3 月 15 日，カーディフ・キャピタル・リージョン City Dealが英国
政府とウェールズ政府，10 自治体の間で合意され，12 億ポンドのインフラ投資財
源が見込まれた。2016 年予算では，スウォンジー湾，エディンバラ，サウス・イ

























ー・マンチェスター保健・社会福祉理事会（Greater Manchester Health and Social 
イングランドの分権改革 （石見）
─ 85 ─
Care Partnership Board: GMHSPB）は，2016 年 4 月から正式に機能する。2015 年
度は非公式に活動している。GMHSPBは，合同コミッション評議会（Joint 











くりについても合意された（Sandford  2016a  pp.14─15）。
25）　2015 年 12 月，政府は保健と社会福祉の統合に関するパイロット事業をめぐりロン
ドン・バラと合意した。この合意は，グレーター・ロンドン・オーソリティーやロ
ンドン CCGs（the London Clinical Commissioning Groups），NHS England，Public 
Health Englandなどの機関とも連携するものである。ロンドン保健理事会
（London Health Board）が 5つのパイロット計画を管理する（Sandford  2016a 
p.15）。
26）　2015 年 7 月の予算では，GLAに倣った土地コミッション（Land Commission）が
グレーター・マンチェスターにも設置されることや，これも GLAに倣ったしくみ
であるが，新設の公選首長に首長開発公社（Mayoral Development Corporations）
を設置する権限などが付与された。また，Spending Review 2015 では，これまた







ア政権が 2000 年地方自治法の中で制度化したものである。2012 年 5 月にはイング
ランドの 10 都市で公選首長制の導入をめぐる住民投票が実施されたが，1都市を
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